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1. 解題
純
企業は利潤追求を目的としてつくられた〈そしてそれが公けに認められた〉特殊な協働体系
である。我々の社会では，利潤追求が企業の目的であり，それが(我々の「意思」によって変
更できなL う体制関連的なものであることは今日でも制度上の明白な事柄として広く受け入れ
られている。だが同時に，その利潤追求という目的が「不幸な」ことにそのままでは現在では
共通のものとはなりえないことも(暗黙の前提という形ではあるが)周知のことであり，この
ことは一一ある意味では当然、のことであるが一一一企業自身が一番よく自覚してしる。企業にお
いて「共通の目的」の設定のために様々な操作が行われてきた L今日でもおこなわれているの
はまさにその為である。たとえば，企業目的の多目的化，利潤観の変更，などはその学問上の
反映であり，あるいは「組織の維持」を共通の目的に挙げ利潤追求を「否定」する試みもある。
いずれにせよこれらのことは利潤追求が「経営上」企業の目的とはなり得ないことを物語って
いる。
そしてこのことは一一極めて重要なことだが一一多くの場合，その企業本来の目的の意味が
事実上間われることなくそれがブラックボックスのなかに置かれてきたことを意味している。
とすれば，ここに，当然のこととして， r大きな」疑問が生じてくるのだ。このままで良いの
であろうか? と。だが残念なことに，我々はこのような問いに対して余りにも無力である。
現在の我々ができることは極めて限られたものであり，精々その企業とし、う組織の維持の仕方
を問題にすることしかできないであろう。ただし我々の社会では利潤追求することによってし
(1) これについては 武村勇氏の一連の研究から学んだ。特に， [f'科学としての経営学』未来社， 1975年
: [f'企業目的と組織行動』森山書店， 1983年，を参照。
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か企業組織の維持が不可能であることをまず「厳粛な」事実として認め，そしてそれだけでは
なくそのうえでその利潤追求の在り方を問うならば，それは一一一現実的な問題を処理するとい
う意味では一一大きな意味をもってくると思われる。
利潤追求をいたすゃらに否定するのではなくそれを前提としたうえでそして現代の条件下のも
とでその追求の在り方を問L 、考えること一一これが重要なのである。言うまでもなしそのよ
うな試みは様々な立場(学問〉において必要でありまた可能で、ある。したがって，その意味で
本稿の試みはかなり限定されたものとならざるをえなL、。本稿では近年新しい学問として確立
したビジネス倫理学において展開されてきた「ステイクホルダー・セオリー」に注目する。
もちろん，ステイクホルダーという概念自体はビジネス倫理学の発明ではなし、。ステイクホルダーと
という言葉が初めて使われたのは1963年のスタンフォード研究所の内部メモのなかであったし， H. Anｭ
soff が企業の目的の定義のなかでステイクホルダーというタームを用いたのは1965年で、あった。 そし
てその後それは多くの人々に知られ「共通財産」となったが同時に様々な解釈も行われるようになった。
(2) 
これが今日の現状であり，その経緯は 1 つの論稿の対象となろう。
我々がそのステイクホルダー・セオリーに注目するのは，それが企業の目的をカント的な発想
のもとで再定義し企業の目的を新しい視点から見直す作業が試みられその具体化の途を探って
いるからである。これは，ピジネス倫理学の発想に立てば，企業の在り方の変革という点で，
なにがどこまで出来るのか，と L 、う問題意識を持つ筆者にとっては格好の検討材料である。
ステイクホルダー・セオリーの検討を通してピジネス倫理学の立場からみれば企業の目的は
どのように把握されるのかを確認し同時にし、かなる問題が残されているのかを整理すること
一一これが本稿と次稿の課題である。そしてとりあえず本稿では次のような(限定された作業
ではあるが〉一連の作業を経てそのような課題の解決に迫ることにしたい。本稿で特に注目し
たのは R， Freeman のステイクホルダー・セオリーである。彼をそのような発想へと導いた
ものはそれまでの社会的責任論への「不信感」であった。そこでまず Freeman の社会的責
任「観」を取り上げ彼がその考え方のどこに問題点を見出していたのかを確認する。そしてそ
れに代わるものとして彼が提唱したステイクホルダー・セオリーの内容を検討する。ただしそ
のステイクホルダー・セオリーも今日では様々な問題点を抱えていることが明らかになってい
る。そこで最後に Freeman のステイグホルダー・セオリーがどのように評価されているの
かを整理し，それをもって，次稿においてビジネス倫理学の立場からみれば企業の目的はどの
ように把握されるのかを考えるための「橋渡し」としたい。
( 2) T. Ambler & A. Wilson,“Problems of Stakeholder Theoryヘ Business Ethi・'cs. A Euroρean 
Review, 4-1 , 1995. p. 30. またステイクホルダー・セオリーを巡る議論の現状については，“Tor­
on t Conference: Refrections on Stakeholder Theoryぺ Business and Society, 33-1 , 1994，を参
照。わが国では，中村瑞穂、氏が，企業倫理との関連でステイクホルダー・セオリーに言及されている。
同稿 ilí企業と社会』の理論と企業倫理J Ií明大商学論叢』第77巻第 1 号， 1994年。
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1. Freeman の問題提起一一Freeman による社会的責任論批判
ステイクホルダーと L 、う概念が最近になって注目を集め，様々な立場から「企業と社会」の
在り方が問われている。ビジネス倫理学の立場から現代社会のなかでの企業の在り方を考え，
新しい分析枠組みを提示しようとしている R， Freeman もその一人である。彼がそのような
発想を持つようになった背景には，いままでの「社会的責任論」は Good な社会をつくりだ
すことに役立たなかったというよりはむしろその障害へと転化してしまった，との認識がある。
社会的責任論は捨て去られるべきなのだ。
「会社の社会的責任」概念(以下 CSR 概念と略す〉はいま何故放棄されるべきなのであ
ろうか。 Freeman & J.Liedtka によれば，その理由はつぎの 7 つに整理される。
第一に， CSR 概念の起源が胡散臭いこと。
Freeman & Liedtka の理解によれば， CSR という考え方は A. カーネギーなどの著作に
その源を発している。カーネギーは 2 つの原則を公式化した。 1 つは(ヨリ豊かな人々にあま
り豊かでない人々をアシストすることを要求する〉チャリティ原則であり，もう 1 つは(ピジ
ネスや豊かな個人に自分自身を自分たちの財産のスチュアードないしは管理人として見なすこ
とを要求する)スチュアードシップ原則である。そしてここに，ビジネスは，社会のために
「委託」しである自分たちのお金を，社会が必要である(合法的である〉と考える目的のため
(3) I社会的責任という考え方は good な社会を創り出すことに役だたなかった。(アカデミックな
学者や実務家によって等しく資本主義のミッシング・リングとして長い間みなされてきた) C S R概
念はその約束をはたさなかったのだ。更に言えば，企業と good な生活についての実りある議論の
障害となってしまったのである。……我々はここにその (C SR概念一一宮坂〉終駕を要求する。」
(R. Freeman & J. Liedtka,“Corporate Social Responsibility: A Critical Approach" , Business 
Horizons , July-August, 1991 , p. 92.) 
( 4) Ibid. , pp. 92-93. 
(5) これらの原則は W. Frederic らによれば次のように図解される (W. Frederic et al., Business 
and Society, 6th ed. , McGraw-Hill, 1998, p. 30.) 
企業の社会的責任に関する基本的原則
チャリティ原則 スチュアード原則
-企業は社会の貧困な人々と集団にたいし| ・企業は公共の受託者の役柄をにない，経営上の決定なら
定義 i て，自発的に援助すべきである | びに政策によって影響を被るすべての人々の利益に配慮I
すべきである
現代的|・企業の社会貢献 -企業と社会との相互依存性の認識
表現 |・社会的福利の増進のための自発的措置 ・社会における多数の多様な集団の利益および要求の均衡
-企業の社会貢献のための財団設立 |・企業の戦略的計画設定に対するステイクホルター・アプ
・社会問題解決のための自主的行動 | ローチ
・ステイグホルダー集団との社会的共同事|・短期的利潤の極大化に代わる長期的利潤の極大化
実例
業 !・啓発された利己心の発揮
このように Frederic らに拠れば， これらの原則は今日のステイクホルダー・アプローチに「直接」
つながるものとなるが， Freeman & Liedtka の解釈では.それらはつながらないどころか，後者
は前者の「否定」の上に成立したのだ。
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に使うのだ，と L 、う考え方がでてくる。これは(資本主義が機能するために必要であると彼が
信じた〉原則である。
そしてそのような考え方が急速に広がりしかもそれが政府の干渉や規制と結びつくことによ
って，企業は経済的目的に社会的必要 (need) と関心 (concern) を付け加えるべきではな
いのか，という「期待」が形成されることになった。これが社会的責任論である。だが企業の
主要な課題は伝統的には言うに及ばず今日でも(制度的にも会社法によって正当化されている
ように)経済的なもの(利潤の追求〉である，と認められている。
とすれば， CSR はそもそも経済的発想に基づくものなのである。言い換えれば，それは資
本主義の維持のために考え出されたものなのである。したがって， CSR 概念の起源は胡散臭
いものなのである。これが Freeman & Liedtka が CSR を放棄する第一の理由である。
第二に， CSR 論には様々なモデ、ルがあるが，それらはすべて企業をただ単に利潤の極大化
をめざすものとしてのみ見なす M. Friedman が提起した議論のタームを受け入れているこ
と。
今日ではよく知られているように， CSR 概念は多様化しいくつかのヨリ洗練されたモデル
が提起されている。社会的ポリシィ・プロセス，マネジメントの社会的イッシュー，ビジネス
&パブリック・ポリシハ社会的反応，会社の社会的パフォーマンス，等々がそれである。こ
れらの概念はたしかに表面的には相違はあるが， Freeman & Liedtka によれば，それらは
一つの重要な立場を共有している。それは，そのようなマネジメント思想家が(会社の社会的
責任の理論に疑問を投げかけ，会社はその経済的な自己利益を追求すべきであり会社の社会的
責任を促進さぜようとする試みは結局モラル的に誤ったものとなる，と主張した) Friedman 
の考え方に対する反対の立場を自らの議論の出発点にしていることである。
このことは今日の多様な CSR 概念は結局は Friedman の立場(をめぐる議論のターム〉
を受け入れてしまっていることを意味している。したがって，ビジネスは経済的問題に加えて
社会的問題を表明できるしまた表明すべきなのか，それとも表明できないしまた表明すべきで
はないのか，という議論が展開されたのであった。 Freeman & Liedtka はつぎのように述べ
ている。それ故に， r我々は，会社の社会的責任とし、う問題そのもの，議論のタームそのもの，
が横にどけられそして忘れられるべきである，と言いたいのだ」と。
(6) Freeman & Liedtka はこのことを簡潔に， CSRの歴史は経済そのものであり，その他の重要
な領域(特に，歴史学，文化，宗教)を含んでいない，とまとめている (Freeman & Liedtka, 0ρ. 
cit. , p. 93.) 
(7) Ibid.. 
( 8 ) M. Friedman の主張については， Ca?tarism and Freedom. University of Cicago Press, 1962 
(邦訳『資本主義と自由』マグロウヒノレ好学社，昭和50年) ;“The Social Responsibility of Bu. 
siness is to Increase its Profìts" , New York Times Magazine , September 13, 1970. pp. 122-
126，がよく引用される。
(9) Freeman & Liedtka, o? cit. , p. 93. 
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このように， Freeman & Liedtka によれば，会社の社会的責任はそれ自体としてそして独
自な問題として論じられるべきではないのである。なぜ、ならば，それは結局「企業の目的は極
大利潤の追求である」ということを無条件に認めることになるからであり，そのような考え方
では社会は Good なものになり得ないからである。言い換えれば，企業の目的を経済的なもの
と社会的なものとに分けて考える発想自体が間違いである，ということなのであろう。
第三に， CSR が広く普及しているピジネス上のレトリック(すなちち， r資本主義J，それ
を愛するべきかそれとも捨て去るべきか (Capitalism; Love it or Leave it.)} を受けい
れていること。
このレトリックの背後には， (Freeman & Liedtka によれば〉一般的には，資本主義に対
立するものは社会主義であり，資本主義はそのオルタナティブとして位置づけられる社会主義
を伴うことによって(すなわち，企業が社会的責任を果たすことによって〉不変のシステムと
して見なされることになる，と L、う信念がある。そして事実，社会主義は Good な社会を生み
出すことに失敗し崩壊してしまったために，資本主義が限りない栄光に包まれつつまれ欠点を
持つがヨリ悪の少ない制度として受けいれられることになった。 A. Smith が最後に笑ったの
である。
Lかし資本主義社会は真に Good な社会を決して創り出したわけで、はない。環境破壊，
ホームレス，などの現実，がそれを証明している。このことはどう解釈されるべきなのか。
Freeman & Liedtka によれば，そのことは資本主義の否定〈社会主義の実現〉を意味しな
い。 r資本主義のオルタナティブは……社会主義ではないのであり，資本主義のヨリ良い形態
〈すなわち，公のものの存在を認めそれを破壊する頑固な個人主義を防ぐように行動すること〉
一一それが資本主義のオノレタナティブなのである」。 だが社会的責任論はそれを実現すること
が出来ないのである。
第四に， CSR は本質的には保守的であること。
Freeman & Liedtka によれば， CSR は，企業を，本質的にはそして第一義的には，経
済的生産・配給のエンジンとしてあるいは命令・統制システムとして見なしている。そしてこ
のような発想に従う限り，すなわち，企業中心的な考え方に立つならば，たとえば，そこに生
きる従業員をヨリ良く「人間的に」扱おうではないか，と L 、う社会的責任の必要性がし、わば付
け足しとして生まれてくることになる。
だが， (会社は多数の夢を持つ従業員によってその夢を実現するために利用されるべきであ
る，と主張し，それまでの考え方の転換を求めている) Freeman & Liedtka によれば，そ
のような標準的な一般的に受けいれられている(従って，保守的な〉考え方では，すなわち，
(10) Ibid.. 
(11) Ibid・-
(12) Ibid. , p. 94. 
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CSR では，複雑な存在である人間の目的を実現するような組織形態を創り出すことは事実上
不可能となるのだ。
第五に， CSR によって，マネジャーが自己の専門知識を超えた領域に介入させられること
になる(すなわち，企業が社会の悪を修繕することを強要させられることになる〉が，結局，
自分たちはなにもできないのだということがヨリ明白となり，事態は更に悪化してしまうこと。
ビジネス・スクールの学者たちには，マネジャーは社会的問題を現実に正しく処理できる，
との信念，がある。そしてこれに一定の根拠(勇気〉を与えているのが〈マネジャーをして彼
らの専門能力を超えた問題に意志決定させることを正当化している) CSR とし、う考え方であ
る。だがこの考え方は， Freeman & Liedtka によれば，間違いである。なぜ、ならば，第 1
に，マネジャーは人間とは本来複雑な存在であるということを理解するための訓練を受けてい
ないために，従って，人間は経済的存在であると信じるようになっているために，彼らの社会
的問題への関心はせいぜい「善意」からのものとなり「割り切ったもの」にならざるを得ない
からである。
そして第 2 に，このような発想は，現実的には，社会的プログラムを企業戦略へと転化させ
外部の構成メンバーのニーズを企業のニーズに従属させる結果となっている。企業の行動が，
「伝統的論理J (= r能率と短期の結果」原則)の適用に基づいて，大きな問題を引き起こし
ているのはこのためで、ある。たとえば，ある特別なコミニュティ・グ、ループへの寄贈はたしか
に社会的責任の実行かもしれないが，本質的には経済的目的の実現の促進をめざしたものなの
である。企業の目的を経済的なものと社会的なものとに分けることは，たとえそれが出来たと
しても，それは，結局は，後者を前者のために合法的に機能させることになってしまうだけで
なく，更に「我々を大いに誤らせる」ことになってしまうのだ。というのは，社会的責任プロ
グラムの遂行が「免罪符」となって， r我々が社会的に責任を負うグループに対する経済的目
的の影響について疑問を生じさせなし、」ことになるからであり，これでは社会は Good なも
のになり得ないであろう。
第六に， CSR が，ピジネスと社会はそれぞれに独自の倫理を有した別個の存在であり，責
(lめ
任によって結びつけられている，との見解を受けいれていること。
Freeman & Liedtka によれば， (ビジネスの社会的責任と L 、う言葉で言い表された〉ビ
ジネスの倫理は社会の倫理から切り離されたものである，とし、う考え方は現在再検討を必要と
している。ビジネスの価値がアメリカの文化の産物であり，それらは相互に影響し合っている，
ということに，いままでの多くのマネジメント思想家は注目してこなかったのだ。
(13) Ibid.. 
(14) Ibid.. 
(15) Ibid・-
(16) Ibid. , p. 95. 
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彼らの認識に従えば，現在のモラル危機の問題はピジネスへの不信が高まったと言うよりは
むしろビジネスへの尊敬が新たな高みに達したことにある。逆に言えば， 1880年代以降コミニ
ュティの倫理が変化し，ピジネスの価値がアメリカの価値となり，それがアメリカの良心を動
かすようになったのだ。 rアメリカ人の個人主義への注目と L、う伝統が故に，ビジネスの……
利潤極大化の利己的追求が多くの支持を得ていむのはその結果でありそれが今日の現実なの
である。しかしアメリカの個人主義の本流は利己心を好きなように追求する個人の自由ではな
くむしろ good ・公平・正直であることを追求する自由であったのではないか。
このような認識にたっ Freeman & Liedtka にとって，コミニュタリアニズムの問題提
起は魅力的であり注目に値するものである。すなわち， rただひたすらに私的な自由をもとめ
個人の実現(=個人的な福祉の向上〉をめざす」という「ガン」に冒されたアメリカを救うた
めには，市民の責任へのコミットメントというアメリカの良き伝統への回帰が必要で、ある，と
の主張，がそれである。これは， Good な社会を建設するためにはビジネス社会も「新しし、」
モラルを受けいれなければならなL 、，と L 、う認識につながってL、く。そしてこのことは，我々
に， Good な社会が提起する大きな疑問から隔離され無関心を装うことによって「企業だけが
相変わらず特別な存在であると L 、う状態J (business as usual) を放棄すること，を要求す
るのだ。ピジネスは多大な問題を抱えた現代社会を創り出した「共犯なのであり，その責任は，
ビジネスが政府が果たすべき役割を(社会的責任の遂行という形で〉引き受けること，によっ
て果たされるものではないしむしろそれは有害なのである。
第七に，権利や責任と L、う言葉自体は限定されたものであり，実践に生きるマネジャーの世
界には不適当であること。
Freeman & Liedtka によれば，責任や権利とし、う言葉は本質的には「知的な作業 (ex­
ersise)J としてしか存在しえないように運命づけられている。権利が確固たるものとして認
識され責任がはっきり区別されたものとして配分されるためには，我々のなかにそのような配
分をめぐって一定のコンセンサスが存在していなければならないのであり，利害が複雑に交叉
する現実の世界では，たとえ「ナイフが用意されているとしても現実には切れないであろう J。
しかも彼らによれば，問題はそのようなコンセンサスの有無にとどまらないのだ。なぜならば，
責任を受け入れたものがそのような責任に従って行動・生活するとし、ぅ保証がなL 、からである。
現実には責任は転化させられてしまうのである。
責任や権利は我々が直面している問題の一部分にすぎないのであり，社会の在り方をヨリ
(17) Ibid.. 彼等が注目しているのは，わが国にも翻訳紹介されているベラーの思想 (W心の習慣』みす
ず書房. 1994年〉である。
(18) Ibid・- コミニュタリアニズムとリペラリズムの論争は有名であり， 最近では， 注目すべき書とし
て ， The Liberalism-Communitarianism Debate, Rowman & Littlefield Publishers, Inc., 1994. 
がある。
(19) Ibid. , pp. 95-96. 
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good のものにするためには，他にヨリ重要なことがあるのではなし、か一一これが Freeman
& Liedtka の問題意識である。
我々が今日生活している社会は様々な諸問題を抱えており，そのような諸問題に企業が関わ
っていることは自明の事柄である。社会的責任論の発想のもとでは good な社会を展望でき
ないとするならば，我々は何処にそのような「途」を見いだすことができるのであろうか。こ
の点， Freeman 自身がこの問題に対してピジネス倫理学の立場から 11 つの」提案をしてい
るので，我々もそれに注目しその「意味」を考えることにしたL、。ステイクホルダー・セオリ
ーがそれである。
II. Freeman によるステイクホルダー・セオリー(=力ント的企業目
的論〉の提唱
。ステイクホルダー・セオリーのキィ概念はステイクホルダーである。これはかつて利害関係
者として知られていたものに相当するものであり，今日それに新たな意味が与えられている。
そのステイグホルダーとは，一般的には(広義には)，ある特定の会社の活動によって利益を得
たり害を受けたりあるいはその権利が妨害されたり尊敬されたりするグループや個人を指して
いるが，ヨリ狭義には，その会社の存続と成功に不可欠なグループを意味してい2:Evan&
Freemanは基本的には狭義のステイグホルダ一概念に依拠し，ステイクホルダーをつぎのよう
に整理する。所有者，従業員，顧客，供給者，地域共同体，そして勺ネジメント，がそれ、ある。
ステイクホルダーは言うまでもなく上述のものに限られるわけで、はなく個々の企業ごとに異
なるであろう。この点は Evan & Freeman 自身も認めるところであり，彼らは「多数の大企
αの
業に共通していると思われる……一般的見解を述べるにすぎなLづと断わっている。ただしど
のような分類が試みられようとも，そこには 11 つの」考え方が貫かれることになる。それは，
そのようなステイクホルダーのなかで，マネジメントに， r特別な」役割が与えられているこ
とである。ある特定のステイクホルダーが他のステイグホルダーと比ぺて優先されるべきでは
なく，それぞれのステイクホルダー聞にはパランスのとれた関係が維持されなければならない
，のであれそこにマネジメントの課題がある。このことを積極的に主張するのが (Evan & 
Freeman が理解J 提唱する〉ステイクホルダー・セオリーなのである。
Freeman は1984年に出版した Strategic Management: A Stakeholder Approach によってステイ
(20) !bid. , I?P, .96-97竺
。1) ~. Langtry. は様々なステイクホルダー概念を整理Lている。ヘB. • Lariglry,“Stakeholder ? and 
the Moral Responsibility of Businessヘ Business Ethics Quarterly.. 4-1; )994, pp. 43l-443. 
(22) W. Evaii &: R. Freernan,“A Stakeholdet Theory .? M?eril. Corporation: K疣tiail. ca. 
pjtaris:tIlヘ in T. Beau馼amp & N. Bowie, Ethiical Th印ry and_Business (eds.) , 3rd ed. , 
Prentice Hall, 1988, p. 76. 
(23) Ibid.. 
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クホルダー・セオリーの指導的立場を確立した。但し，本稿で利用したのはその著作ではなく， 1988年
に Evan との連名で公表された論文“A Stakeholder Theory of the Moderen Corporation: Kanｭ
tian Capitalism" である。その理由は以下の本文のなかで明らかにされるであろう。
そしてここに「企業の目的を再定義しなければならない」とし、う発想がうまれてくる。ステ
イクホルダー・セオリーによれば，企業の目的は「ステイクホルダーの利害を調整する媒介項
(vehicle) として役立つこと」である。 これは (í企業の目的は……株主のウェルフェアを最
大化することである。なぜ、ならば，そのような極大化が最大の善をもたらすからでありあるい
はそれが所有権のためになるからである J， と主張する〉株主理論(ストックホルダー・セオ
リー〉との「対比」を意識した(\，、ままでの解釈とは全く異なる〉企業目的論である。
このような企業目的観は， Evan & Freeman によれば， í人間の尊敬(人間は決して何ら
かの目的に対する手段として見なされてはならないのであり，それ自身が目的であるべきであ
る一一宮坂〉とし、うカントの格言を考慮にL 、れた」ものである。ステイクホルダー・セオリー
がカント的企業目的論といわれることがあるのはこのためである。それではこの(\，、ままでと
は全く異なる〉企業目的はどのようにして具体化される(と考えられている〉のであろうか。
我々は，それを， (彼らが提唱する〉マネジメント原則およびその構造(変革〉に見いだすこ
とカ1で、きる。
Evan & Freeman の考え方の根底には， 2 つのテーゼが横たわっている。それは現代のモ
ラル理論の 2 つの潮流(義務論=カント主義と目的論=結果主義〉に対応するものであり，彼
らは，それらを，①会社の権利原則{会社とマネジャーは他の人々の(自分たちの将来は自分
で決めるという〉合法的な権利を妨害しではならないこと} , ②会社の結果原則(会社とマネ
ジャーはその活動の他の人々に対する影響に対して責任を負うこと)， と公式化している。そ
してこれらの原則がステイクホルダー・セオリーに適用されたのがステイクホルダー・マネジ
メント原則である。
ステイクホルダー・マネジメント原則の内容は次の通りである。
ステイクホルダー・マネジメント原則
第 1 原則
会社はステイクホルダーのために管理されるべきである。消費者，供給者，オーナヘ従業員，地
域共同体。これらのステイクホルダー・グループの権利は保障されなければならないだけでなく，更
に言えば，ステイクホノレダー・グループは自分たちのウェノレフェアに本質的に影響を与える決定に参
加しなければならないのである。
第 2 原則
(24) Ibid・-
(25) Ibid. , p. 82. 
(26) Ibid. , p. 76. 
(27) Ibid. , p. 82-83. 
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マネジメントはステイクホ fレダーに対してそして抽象的統一体としての会社に対して受託義務を有
している。彼らはステイグホルダーのエージェントとして彼らのために行動しなければならないので
あり，また企業のサバイパルを保証するために会社のために行動しそれぞれのステイクホルダーの長
期的な利害(ステイグ〉を守らなければならない。
第 1 の原則は企業の目的を再定義するものであり，企業に対するステイクホルダーの要求が
合法的であることを意味している。それ故に，これはコーポレート合法性原則と呼ばれる。第
2 の原則はそれらの要求を認識するマネジャーの義務を明示したものであり，それ故に，ステ
ィグホルダーの受託原則といわれる。
これらの原則(従って，ステイクホルダー・マネジメント概念〕が実現されるには一定の構
造上の変革が必要である。この変革は様々な領域で実行に移されなければならないと思われる
が， Evan & Freeman が特に注目しているのはコーポレート・ガパナンスと会社法の変革で
ある。
第 1 の変革は取締役会の改組である。彼らによれば，この新しい取締役会はステイクホルダ
ー取締役会と称せられるものであれ 5 つのステイクホルダー・グループ(従業員，供給者，
顧客，株主，地域共同体)の代表者と会社の代表者から構成される。
ここで注目すべきことはし、わゆるマネジメントが直接には取締役会のメンバーになっていな
いことである。会社の代表はステイクホルダ一代表者の満場一致によって選出されるものであ
り， (会社というメタフィズカルな統一体に責任を負っていると L 、う意味で) 1メタフィズカ
(3の
ノレ取締役」と呼ばれている。このメタフィズカル取締役はステイクホルダ一代表者とマネジメ
ントの「連結リンク」とも言うべき存在であり，これによって， Evan & Freeman の構想
では，マネジメント・コントロールがヨリ強力なものとなり，ステイクホルダーの利益が「長
期的には」守られることになる。但し， (ステイクホルダー取締役を含めて)個々の代表が平
等な投票権をもっ，という点に関しては，彼らはそれは実践によって決定される事柄である，
として明確な言明を避けている。
上述のことは「ユートピアのように思われるかもしれない」が， Evan & Freeman によ
れば， 1若干の変革は現在でも可能なのである」。 たとえば，第 2 の会社法の変革がその傍証
である。
会社法の変革は，彼らの判断によれば，今日すでに， (安全な生産物に対する消費者の要求
を反映した) P L法， (従業員の要求を反映した〉労働法，などの法律の領域で実行に移され
ているのである。そして Evan & Freeman はそのような変革をヨリ現実的なものとするた
めに{個々のステイクホルダーの要求をいかに取り扱うかを詳細に記述した 11 つの」憲章
(28) Ibid. , p. 83. 
(29) Ibid.. 
(30) Ibid.. 
(31) Ibid. , p. 84. 
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(A Charter) を作成することを基本的な任務とする} rステイクホルダー諮問委員会」の設立
を構想している。その委員会は当初は現在の取締役会の顧問としての存在にとどまるかもしれ
ないが次第にそれにとって代わるであろう，というのが彼らの展望である。
このような(我々に企業の性質や目的そのものについてそしてまた企業が従うそラル規範・
要求についてあらためて考えるように迫った) Evan & Freeman の主張はその後どのように
評価されたので、あろうか。 Freeman の問題提起にいち早く注目しそれに対して「ステイクホ
ルダー」概念上の疑問を明確に提示したのが Goodpaster であった。
IV. ステイクホルダー・セオリーの多様化一一Goodpaster による
受託・非受託型ステイクホルダー・セオリーの提唱
(3の
Freeman の「ステイクホルダー・セオリー」はかなり「ラジカルな」ものであったためか
少なからざる論者に衝撃を与え，その結果「ステイグホルダー・セオリー論争 (the converｭ
sation about stakeholder theory)J と形容される状態が生まれ今日に至るまでそれが続いて
いる。それ故に，このステイクホルダー・セオリー論争を検討することによって現代の企業経
営の在り方のどこが関われどのような方向へ向かおうとしているのかがある程度わかってくる
と思われる。ただしその論争を細部にわたって検討・吟味することは今の段階では無理なので，
課題はかなり限定されることになる。
とりあえずここで注目したのは， Freeman の問題提起に対する Goodpaster 概念上の疑
(35) 
問の提起である。この疑問は，それがその後の一連の論争の契機ともなったという意味で，重
要であり，その整理そしてその意味の検討には一定の意義があると思われるので，本稿のまと
めに代えてとりあげてみたし、ーーその Goodpaster のステイグホルダー解釈に対する数名の
研究者からの疑念の表明の検討は次稿でおこなわれる。
Freeman の主張では，既に述べたように，カント的命題に沿って各々のステイクホルダー
の利害と要求が「等しいもの」として考えられてきた。だが果たしてそうなのか? この疑問
をビジネス倫理学の立場で明確に提示したのが Goodpaster である。
ピジネス倫理学の勃興・成立・展開とともに，倫理的に責任あるマネジメントとはL 、かなる
ものなのか? 言葉を換えて言えば，企業の意思決定のなかに倫理(モラル〉を組み入れる方
法はあるのか? と L、ぅ問題が盛んに論じられるようになり，それらの問題の解決をめざして
様々な考え方が提起されてきた。ステイクホルダーと L 、う概念への注目もその 1 つである。
Goodpaster の基本的な認識もこの事実に沿ったものである。つまり， rステイクホルダー」
(32) Ibid・-
(33) B. Langtry, op. cit , p. 434. 
(34) Ibid .
(35) K. Goodpaster,“Business Ethics and Stakeholder Analysisヘ Business Ethics Quarterly, 
1, 1991., 
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というターム自身は現代の企業の意思決定に「利害関係J Cstake) を持つ当事者が，エクィテ
ィ地位をしめる人々以外にも，存在していることを示すために， rストックホルダー」という
言葉を充分に意識したうえで1960年代の初め頃に発明されたものであるが，近年になって，そ
の「ステイクホルダー」というアイデアが倫理的価値をマネジメントの意思決定へ統合するた
めの方法として改めて注目されるようになったのだ，との認識，がそれである。
この場合意思決定は， Goodpaster によれば，つぎの 6 つのステップから構成されるものである。
①利用できるオプションそしてその短期的・長期的意味について事実を収集し知覚すること，
②関係者及び意思決定者の目的・価値・責任などに特に注目し，それらの意味を分析すること，
@構造化された情報を意d思決定者の優先順位に従って総合すること，
④総合に基づいて，利用できるオプションを選択すること，
⑤選択されたオプションを実行に移すこと，
@決定から生じる結果に学び，必要ならば修正をおこなうこと。
だが同時に彼にはつぎのような認識もある。ステイクホルダ一概念を中心に据えたアプローチ
は今日では多様化しており，倫理上の価値は必ずしもマネジメントの意思決定に入り込んでは
いないのではないか，と。
Goodpaster は以上のような問題意識に基づきこれまでに提示されてきたステイクホルダー
・アプローチを整理する。彼によれば，まず， r 2 つの重要だが異なる考え方」が区別される。
①ステイクホルダ一分析と②ステイクホルダー総合，がそれである。
①ステイグホルダ一分析
これは前述の意思決定の最初の 2 つのステップを含むだけのものである。このアプローチで
はステイクホルダーを特定化しそしてそのステイクホルダーへの肯定的及び否定的影響を抽出
しているにすぎなL、。それは意思決定に倫理的判断を持ち込んではいないのであり，その意味
で，それは実践的には，倫理的に中立的なものとしては位置づけられることになる。
②ステイグホルダー総合
これは先述の意思決定のその後のステップにまで踏み込んだものであり，実際の意思決定と
その実行に深く関与しているアプローチである。これが， Goodpaster によって，ステイクホ
ルダー総合と称せられたのは，ステイクホルダ一分析とは異なり，ステイクホルダーを単に特
定化するだけのレベルを超え，何らかの「基準」のもとでステイクホルダー情報を「総合」す
ることを志向しているからである。ただしそれがために，ここで、新たなことが問題になってく
(36) Ibid. , p. 85. 
(37) Ibid. , p. 86. 
(38) Ibid.. 
て39) Ibid. , p. 85. 
(40) Ibid. , p. 86. 
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る。その意思決定の内容(実体〉である。すなわち'"その内容(実体〉が果たして倫理的なも
のなのか否か，あるいはいかなる意味で(根拠のもとで〉倫理的なものなのか，が問われてく
るのである。彼によれば，このステイクホルダー総合はいくつかのタイプに分類される。
げ) 戦略的ステイクホルダー総合
Goodpaster が「戦略的」ステイグホルダー総合として念頭に置いているのは，たとえば，
あるステイクホルダーが企業の行動によって損害を受けることが予想されしかも彼らがそれに
対して反抗ないしは反対することが考えられるならば，そのステイクホルダーへの影響を注意
深く考慮する，というマネジメントの在り方である。
彼がこのアプローチを「戦略的」と形容したのは，そこでは， Iストッグホルダー以外のス
テイクホルダーが道具として，ストックホルダーの利害を最適化とし、う包括的目的に潜在的影
響を与える要因としてみなされている」からである。マネジメントの意思決定のベースはステ
イクホルダーへの倫理的関心ではなく，その存在が戦略的目的の達成にとって潜在的な障害に
なるか否か，である。したがって，現実的には，相対的にパワーのないステイクホルダーに対
するプラス・マイナスの影響が意思決定の総合・選択・アクションの局面で無視されるかある
いは軽視されることになるであろう。
(吟 マルチ受託型ステイグホルダー総合
Goodpaster によれば，戦略的ステイクホルダー観とは対照的に，従業員や顧客そして地域
共同体などの利害にもストックホルダーの経済的利害と同じように注意を払うことによって，
ステイクホルダー情報を処理する，マネジメント，を想像することができる。彼は，このよう
な(ステイクホルダ一分析を意思決定に結合させる〉方法を， Iマルチ受託 (fiduciary) 型」
ステイクホルダー総合と位置づけている。 Freeman のステイクホルダー・セオリーは，彼に
よれば，まさにこの立場を代表するものである。
このアプローチは，すべてのステイクホルダーがマネジメントによって等しく重要なものと
して扱われる，という点で， Iマネジメント観をドラスティクに変革」した。だがそれは同時
に， Goodpaster によれば， I 1 つの問題 (d伍culty)J を生みだしたのである。 Iステイク
ホルダー・パラドックス」がそれである。
「ステイクホルダー・パラドックス」とはなにか。それは，マルチ受託型アプローチはすべ
てのステイクホルダーの利益を等しく考慮しているという点で「公平無私J (imparciality) 
であり，その意味で戦略的アプローチと比べると， I真のJ Iモラル的観点」に立つものであ
る，と評価できるが，他方で，現在の企業の経済的使命や法制度を所与のものとすると，これ
は， (エージェントとしての〉マネジメントのくプリンシパルで、ある〉ストックホルダーに対
(41) Ibid. , p. 87. 
(42) Ibid. , p. 90. 
(43) Ibid.. 
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する受託義務を侵すものであり，この点で， I公平無私」は信頼の裏切り行為として見なされ
る，という「矛盾した状、況」である。倫理は戦略的利潤極大化精神を禁止するが同時にそれを
要求するのだ。
り受託・非受託型ステイクホルダー総合
前述のステイクホルダー・パラドッグスを超えるものとして Goodpaster が提唱するアプ
ローチが受託・非受託型ステイクホルダー総合である。これはマルチ受託型ステイクホルダー
総合がL 、わばプリンスパルのリストの増加をめざしたものであるのに対して， プリンシパル
(株主〉・エージェント(マネジメント〉受託関係以外に，モラル的に重要な非受託義務が存
在することを積極的に主張するものである。彼はつぎのように述べている。 Iピジネス倫理を
重要視することはマルチ型ステイクホルダー総合が示唆するように必ずしも第三者(非ストッ
クホルダー〉に対する追加的な受託関係を負うことを意味しなし、。それは何らかの受託関係を
めぐって第三者に対するモラル的に重大な非受託義務が存在していることを意味しているかも
しれないのである」。
直接的なマネジメント義務
受託義務 非受託義務
ストックホルダー • 
他のステイクホルダー • 
Goodpaster によれば，非受託義務とは受託関係とは異なる関係に基づく義務であり，たと
えば，他人を傷つけない義務，嘘をつかない義務，等々がそれに相当する。これは決して「会
社の利益に従属せざるを得ない戦略的な」存在ではなく，また条件付きの仮言的なものでもな
く，その意味ではいわば「定言的な」ものなのであり，受託義務以前のヨリ本源的な義務なの
である。
ここには，我々は企業人(ピジネス社会に生きる人間〉であるまえに普通の市民である，と
L 、う思想，が貫かれている。我々は自分自身では倫理的にしないと思われることを人を雇って
彼に自分の代わりにやらせることは倫理的にできないのだ。 Goodpaster はこれを INeo Dat 
原則」と名付けつぎのように公式化している。 I投資家はマネジャーに対して(ヨリ一般的に
は，プリンシフ。ルはエージェントに対して〉地域共同体の理由ある期待と矛盾する行動を期待
できないのである J，と。
(44) Maitland によれば， Iマネジメントは会社のオーナー(株主)の agent であり， Lたがって，
彼らの最大の利益のために会社を管理する受託義務を有している」一一これが通説である。I. Maiｭ
tland,“The Morality of the Corporation" , Business Ethics Quarterly. 4-4, 1991 , p. 439. 
(45) K. Goodpaster, 0ρ. cit. , p. 9l. 
(46) Ibid. , p. 90. 
(47) Ibid.. 
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マネジメントとストッグホルダーの関係は，マネジメントと他のスティクホルダーの関係と
は倫理的に種類の異なる関係である一一これが Goodpaster の基本的な認識である。だがこ
の命題には同時に少なくともつぎの 2 つの含意がある。第一に，企業の経済的使命(利潤追求
としての法的存在〉は正当化されること(これはこれでモラル的に適っているのだ〉。 ただし
第二に，それは法律や市場の要求を超えた一定の基本的な地域共同体規範(モラル義務〉の遵
守と L 、う文脈のなかで正当化されるものであること，がそれである。
Goodpaster は，利潤追求の在り方に倫理的強制(=制約〉を加えること，を主張してい
る。これは倫理的責任の主張ではなく社会的責任の立場とは一線を画するものである。
このような Goodpaster の主張(分類〉はかなりの注目を集めた。たとえば， A. Carol1 
はーステイグホルダー・アプローチのこれまでの展開を， Goodpaster に倣って，戦略的アプ
ローチとマルチ受託型アプローチに二分する。そして彼自身はそれらの極端なアプローチを排
斥し「パランスのとれたノミースベクティプ」を主張する。それは「戦略的パースベグティブと
マルチ受託的ノミースベクティプが両立するように統合した」ものであり，ステイクホルダーの
「目的が倫理的にそして効果的に達成される」状況をつくりだすこと，がマネジメントの課題
となる。これが Caroll の「ステイクホルダー・マネジメント」であり一一彼の立場は，戦略
的視点がそれなりに重要視されていることを考慮すると，あえて言えば，戦略的アプローチと
Goodpaster の立場の聞のどこかに位置づけられるのではなし、かと思われる(但しこの考察に
は別の論稿が必要である〉一一そこには Goodpaster の影響を多分に見いだすことができる。
だが同時に Goodpaster の受託・非受託型ステイクホルダー・セオリーにはいくつかの疑
問が投げかけられている。たとえば，彼が Freeman のマルチ受託型ステイクホルダー・セ
オリーのなかに「ステイクホルダー・パラドックス」を見いだしたことに対して生じた論争も
その 1 つである。また更には， Goodpaster の主張は「思いがけぬ」攻撃に出会うことになる。
それは， Goodpaster の受託・非受託型ステイクホルダー・セオリーは (Freeman が否定し
たストックホルダー・セオリーの代表者とみなされてきた) Friedman の主張とどこが違う
のか? とし、う疑問である。以下稿を改めてこの問題をとりあげてみよう。
1996. 6. 20 
本稿及び次稿は奈良産業大学経済学会特別研究助成金(1995年度〉に基づく研究の成果である
(48) Ibid. , pp. 90-91. 
(49) 昂id. ， p. 93. 
(50) A. CarrolI, Business & Society, 2nd ed., South-Western Publishing Co., 1993, pp. 62-66. 
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